
福岡大学・人文学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３７１１１

基盤研究(C)（一般）

2022～2019

異文化間教育の抱える課題とその克服に向けた理論的研究－移民社会ドイツに着目して－

Theoretical research on challenges faced in intercultural education and 
overcoming them: Focus on German immigrant society

７０５７０２６６研究者番号：

伊藤　亜希子（Ito, Akiko）

研究期間：

１９Ｋ０２５７７

年 月 日現在  ５   ５ ２７

円     2,800,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、移民社会ドイツにおける異文化間教育の課題とその克服に向けて展開さ
れる政策、研究、実践の相互作用に着目し、この三者間の相互作用がいかに有機的に結びつけば、包摂社会の構
築に向けた異文化間教育の実現に至るのか、その実相について理論的研究を行うことを目的とした。
　研究成果として、以下の3点が挙げられる。①ブレーメン大学の教員養成の取り組みを事例に、三者間の有機
的連関を明らかにした。②インターセクショナリティを視点に異文化間教育論における差異を巡る議論を整理
し、権力への問いという課題を明らかにした。③権力関係の分析におけるインターセクショナリティの有効性と
カテゴリーの問題を整理した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to focus on the challenges of intercultural 
education in German immigrant society and the interactions between policy, research and practice 
developed to overcome these challenges, and to conduct theoretical research on the reality of how 
these interactions can be organically linked improving intercultural education and building a more 
inclusive society. 
The research results include the following three points. (1) The organic linkages between policy, 
research and prachtice were clarified by analysing a module of initial teacher education at the 
University of Bremen as a case study. (2) The discussion on differences in intercultural education 
theory was organised from the perspective of intersectionality, and the issue of questioning power 
was clarified. (3)It made clear that the intersectionality had effectiveness in the analysis of 
power relations and problems of categories when using intersectionality as an analytical tool.

研究分野： 異文化間教育

キーワード： 異文化間教育　政策・研究・実践の連関　ドイツ　包摂社会　インターセクショナリティ　権力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、公正で包摂的な異文化間教育の実現に向けた政策、研究、実践の連関を捉える理論的
視座として、インターセクショナリティに着目し、ドイツにおける議論からその有用性を導き出した点にある。
日本の異文化間教育学においても権力性への言及がなされるが、それをどのように捉えていくかという点は具体
的に提示されていない。そうしたなかで、現代の日本社会における外国につながる人々をめぐる課題を捉える際
に、インターセクショナリティを分析視点として持つことにより、課題をより複層的に捉えることを可能にする
という点に社会的意義を見いだすことができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 2015 年の欧州難民危機などによる急激な難民の流入は、すでに移民統合の課題を抱える欧州
諸国の排外主義を高めることに繋がった。そうしたなかで、排外主義を乗り越え、多様性を包摂
する社会の構築に向け、文化間の相互理解やトレランスを重視する異文化間教育の意義は改め
て大きくなっている。と同時に、異文化への着目による二項対立の強化や受け入れ社会の構造的
差別要因の看過といった異文化間教育の課題も指摘されている。移民社会ドイツでは、こうした
課題の克服のために、構造的差別の除去や参加を目指した異文化間教育政策を掲げ、その普及に
努めている。 
 そうした状況について、学術的背景を確認すると、日本国内においてはドイツの異文化間教育
に関連する研究は見られるものの、排外主義の高まる社会において異文化間教育の抱える課題
を鋭く指摘したものは僅少である。天野編（1997）は 1990 年代までの政策や理論の提示及び教
科書分析から実践の紹介をしたものであり、伊藤（2017）は移民支援について政策的・理論的動
向を踏まえ、その実際について異文化間教育の視点から検討したものである。また、社会的包摂
に着目した研究に園山編（2016）が挙げられるが、ドイツを含め欧州諸国における移民の子ども
に対する現状は描かれるものの、そこに含まれる問題性への指摘は十分ではない。さらに、多文
化社会における民主的社会の構築、人権尊重、社会参加といった観点から、異文化間教育と市民
性教育は接近している。嶺井編（2007）や近藤編（2013）などが欧州レベル、国家レベルにおけ
る政策動向を踏まえ、市民性教育について整理している。 
 以上の研究は、異文化間教育や市民性教育のそれぞれの文脈において重要な政策的・理論的示
唆を提示している。しかしながら、異文化間教育の今日的課題の克服に向けた、政策・研究・実
践の三者間の連関を総体的視点で捉えようとするものではない。 
 一方、国外の研究動向に目を向けると、欧州 5 カ国の比較研究により異文化間教育の課題を明
瞭に指摘している研究も存在する（Allemann-Ghionda 2008）。また、OECD(2010)も文化的差異の
強調、社会構造的不平等、公正の実現といった異文化間教育の課題を提起している。こうした国
際レベルの研究動向と同様、ドイツにおいても研究が進められている。Karakaşoğlu et al. (2011)
は、異文化間教育が統合と教育の議論にすり替えられたという問題性を指摘し、マジョリティと
マイノリティの双方を包摂する異文化間の学校開発の理論的支柱、政策的根拠及び実践例を提
示している。政策的転換点とも言える 2013年異文化間教育勧告の改訂では、1996年勧告に比べ、
社会構造の変革や異文化間の学校開発の方向性を具体的に示したものであり、上述のような異
文化間教育に関する研究が大きく政策に反映されたものとなっている。このほか、Leiprecht & 
Steinbach (Hrsg.) (2015)は、移民社会ドイツにおける移民と教育・学校の課題に異文化間教育研究
とレイシズム研究から包括的に論を展開している。2013 年勧告が構造的差別に取り組むという
課題を挙げていることから、制度的差別論、反人種主義教育の視点からこの勧告に注目した論も
見られる（ibid.）。 
 このように、ドイツにおいては 2013 年勧告を機に、政策・研究・実践の三者間の相互作用の
強化が考えられるものの、それがうかがえる先行研究は研究開始当初見られなかった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、移民社会ドイツにおける異文化間教育の課題とその克服に向けて展開される政策、
研究、実践の相互作用に着目し、この三者間の相互作用がいかに有機的に結びつけば、包摂社会
の構築に向けた異文化間教育の実現に至るのか、その実相について理論的研究を行うことを目
的とした。さらに本研究を踏まえ、日本における異文化間教育について十分に議論されてこなか
った政策的視点の提供も目指すこととした。 
 具体的には、異文化間教育の抱える課題の克服に寄与する 2013 年異文化間教育勧告と異文化
間の学校開発及びそれに資する教師教育に着目した。この勧告を制度的基盤にした連邦および
州レベルの政策展開、異文化間教育関連研究の進展、異文化間の学校開発に資する実践の普及か
ら、政策、研究、実践の三者間の連関を捉える。そのため、異文化間の学校開発の理論と実践を
牽引する Karakaşoğlu に助言を受けるブレーメン(HB)州に限定し、検討した。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、異文化間教育に関する政策・研究・実践の三者間の連関を捉えるものである。その
ため、研究方法としては、異文化間教育に関する政策、研究、実践のそれぞれの動向や実際につ
いて、まずは政策分析や先行研究の整理を行うこととした。ただし、それだけで実際を把握する
には限界があるため、異文化間教育学の議論を牽引し、政策助言なども行っている研究者への訪
問調査や関連学会（European Education Research Association (EERA)、Sektion Interkulturelle und 
International Vergleichende Erziehungswissenschaft, (SIIVE)、International Association for Intercultural 



Education (IAIE)）での資料収集に努めた。 
 政策については、ドイツ常設文部大臣会議（KMK）による「学校における異文化間教育勧告」
はさることながら、欧州レベルの政策動向も看過することができない。そのため、移民やインク
ルージョンに関する欧州レベルの政策動向も射程に入れ、ドイツの連邦レベル、州レベルの教育
政策の分析を行い、互いに及ぼす影響について明らかにした。 
 研究については、異文化間教育の理論研究における議論の動向を整理した。先行研究から、異
文化間教育が取り上げるべき課題が文化概念に収斂されることを回避し、多様性や異質性、イン
ターセクショナリティ、インクルージョンを正当に評価するためのタームが模索されているこ
とを提示した。そのなかでも、インターセクショナリティに着目し、異文化間教育学において差
異をめぐる議論がどのように展開されてきたのか整理した。そこから、インターセクショナリテ
ィを理論的枠組みとした際に、権力への問いが異文化間教育学において不十分であるという課
題が浮上した。さらに、インターセクショナリティを分析視点として用いた際のカテゴリー化の
問題、さらにそうした視点から差別を捉えた際に異文化間教育はどのように取り組み得るのか、
という課題も整理した。 
 実践については、多様性を志向する教師教育の事例として、ブレーメン大学の教員養成モジュ
ール「学校における異質性への対応(Umgang mit Heterogenität in der Schule)」に着目し、モジュー
ル開発の経緯や内容等を報告論文等から読み解いていった。 
 これらを踏まえ、政策・研究・実践の三者間の連関を捉えるのに、ブレーメン大学のモジュー
ルが現段階では事例として適切であると判断し、これに関わっての政策・研究・実践の三者間の
連関をそれぞれの整理を行った。 
 本来であれば、文献研究を踏まえて現地調査を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染
症の世界的流行により実施できず、パンデミック前の 2019 年に国際学会参加・報告と、日独と
もに状況が落ち着いた 2023 年にブレーメン大学で研究交流とベルリンで開催された SIIVE 大会
の参加にとどまった。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果は、以下の点にある。 
（1）ブレーメン大学の教員養成モジュールを事例とした政策・研究・実践の連関 
 政策・研究・実践の連関を分析する際に、それぞれ次の通り整理をした。政策では、KMK の
勧告に見る多様性や教師教育の動向、研究では、異文化間教育における「文化」の捉え方と学校
開発論の流れ、実践では、学校における多様性を意識した教員養成の事例としてブレーメン大学
の特質を提示した。ブレーメン大学に着目したのは、異文化間教育だけでなく、インクルーシブ
教育や第二言語としてのドイツ語教育の接合に取り組み、モジュールの必修科目として提供し
ているためである。ブレーメン大学の Karakaşoğlu は、異文化間教育研究のなかでも異文化間の
学校開発や移民社会における教師教育に取り組んでおり（Karakaşoğlu et al. 2011, 2013; Doğmuş & 
Karakaşoğlu 2016）、それをブレーメン大学の教員養成におけるモジュールの開発・実施に反映さ
せている。さらに、ブレーメン州の学校法改正を受け、開発計画が立案されたが、それにも関わ
っている。つまり、政策立案側は、ブレーメン大学（Karakaşoğlu を中心とした研究チーム）に
調査研究を委託し、大学はフィードバックを行っている。また、多様性を前提とした教員養成の
実施についても、州文部省が大学に実践を委託した形になっており、モジュールの開発・実施が
今度は教育政策に位置づけられるという連関が見られた。さらに、Karakaşoğlu は 2013 年異文化
間教育勧告改訂時にも意見を求められた研究者の一人であり、連邦レベルの政策にも一定程度
の影響力を有していた。こうした状況は、研究者が政策・研究・実践の三者に関わり、政策や実
践というそれぞれのフィールドから挙げられる課題について調査研究を行い、その研究成果を
政策や実践に反映させるというサイクルが生まれていることを意味している。 
 
（2）異文化間教育を分析する際の視点としてのインターセクショナリティの可能性 
 異文化間教育の研究動向を整理する際に、全体的な議論の動向を追うと共に上述の通りイン
ターセクショナリティに着目して議論の整理を行った。インターセクショナリティは、アメリカ
のブラック・フェミニズムの流れのなかで提唱された、差別の複層性や交差性を示す概念である。
それがドイツでいかに受容されたのかをまずは明らかにした。Walgenbach (2012)は、アメリカと
ヨーロッパ（ドイツ）におけるインターセクショナリティの受容について比較しており、ヨーロ
ッパ（ドイツ）の場合は、人種、階級、ジェンダーと並び、その他の社会的カテゴリーが含まれ
ること、より理論的分析パースペクティブとして受容されていることを示している。外国人/移
民の子どもの増加を発端に発展してきた異文化間教育学であるが、異文化間教育学の議論とイ
ンターセクショナリティの関わりも見られる。Walgenbach (2017)は、異文化間教育学において「差
異の線（Differenzlinien）」（Lutz 2001）といった議論がすでになされており、今日においても差異
を巡る分析基盤として参照されることから、異文化間教育学によるインターセクショナリティ
に関する議論への理論的刺激があったとしている。さらに、ジェンダー、障害、移民の三者を論
ずる教育学を統合した「多様性の教育学（Pädagogik der Vielfalt）」（Prengel 1993/2006）がすでに
展開されていたことが、インターセクショナリティを受容する基盤になっていることも示され
た（Krüger-Potratz 2005; Roth 2010）。さらには、インターセクショナリティは異文化間教育学が



常に抱えていた文化主義批判に応答しうるものとして捉えられている（Emmerich & Hormel 
2013）。異文化間教育学においては、権力関係をテーマ化すべきという言及がなされており
（Auernheimer 1990, zit. nach Roth 2010）。インターセクショナリティの観点から構造的差別につ
いて検討することは、2013 年異文化間教育勧告でも明示される構造的差別の除去という課題へ
の取り組みにも寄与しうるものであることを明らかにした。 
 
（3）権力関係の分析におけるインターセクショナリティの有効性とカテゴリーの問題 
 インターセクショナリティを視点とした際の分析の特質として、複層レベル（マクロ、メゾ、
ミクロ）の分析（Winker & Degele 2009）とカテゴリーとの関係から複層レベルの分析モデルを
獲得する意義（Budde 2013）の整理を行った。とりわけ、Budde はマクロやメゾ・レベルにおい
て支配関係として作用しうる構造のカテゴリーに基づいたインターセクショナルな分析の必要
性を示している。さらに、カテゴリーの捉え方についても反カテゴリー・アプローチ、カテゴリ
ー内アプローチ、カテゴリー間のアプローチの 3 つが示される。反カテゴリー・アプローチでは
既存のカテゴリーを受容することへの批判、カテゴリー内アプローチではカテゴリー内の差異
や不平等への注目、カテゴリー間アプローチではカテゴリー間の不平等関係に焦点化という特
徴がある。異文化間教育の展開とカテゴリーの関係について、Georgi & Mecheril (2018)は、「外国
人の子ども」、「文化」、「移民の子ども＝他文化の担い手」といったカテゴリー化を示している。
また、そうしたカテゴリーを巡っての脱カテゴリーの可能性についても議論しており、カテゴリ
ーは常に構築されるものであり、相互依存的であること、そして承認と相互依存に開かれること
が脱カテゴリーにとって重要であると述べている。そうした脱カテゴリーに関する議論が生ま
れる背景には、カテゴリーは問題なのかという問いがある。それに対し、カテゴリー自体が問題
なのではなく、それを用いる際の作用が問題であること、カテゴリーは学術的な知に基づき、生
まれているものでもあり、専門職的行為のためのカテゴリーは放棄できないと Georgi & Mecheril
は述べている。 
以上を踏まえると、権力関係の分析におけるインターセクショナリティの有効性は、複層レベ

ルの分析にあると言える。というのも、複層レベルの分析は、マクロ、メゾ、ミクロ・レベルを
往還しながら権力や支配関係を明らかにしようと試みるからである。また異文化間教育では「文
化」というカテゴリーが文化主義批判との関連で問題となるが、異文化間教育はカテゴリーへの
自己批判と更新を続けなくてはならない。カテゴリーは二項対立を招くことにつながるが、だか
らといってそれを放棄するのではなく、専門知がカテゴリーに影響していることに対して自覚
的になる必要がある。 
ミクロ・レベルではカテゴリーや他者の表象を問う研究が見られるが、ではそうした研究がマ

クロとメゾ・レベルに何を提起し、政策や実践に影響を及ぼしているのかという点も検討する必
要がある。 
 
 本研究は、日本における異文化間教育について十分に議論されてこなかった政策的視点の提
供を目指すことも射程に入れていた。上記の研究成果を踏まえ、日本の異文化間教育研究への示
唆を導き出すならば、以下の点が挙げられるだろう。 
 一つは、個別的・対症療法的でなく、公正で包摂的な異文化間教育の実現に向けた、政策・研
究・実践の連関を生み出すことである。ブレーメン大学に着目した理由に挙げたとおり、外国人
/移民の子どもへの個別的な対応のみを議論するのではなく、異文化間教育、特別支援教育、イ
ンクルーシブ教育、言語教育などとの接近を図り、共に政策や研究、実践について議論の裾野を
広げていくことも今後求められるようになるだろう。当然のことながら、政策については、政策
立案や施行のシステムが日独では異なり、同様には進まない。しかしながら、ブレーメン大学の
事例は参照事例の一つになり得る。 
 もう一つは、インターセクショナリティの視点から、マクロ、メゾ、ミクロ・レベルを往還し
ながら権力関係の分析を行うことである。日本の異文化間教育においても、関係性の組み替えに
は権力関係の分析に立ち入る必要があると指摘されているが（佐藤 2003）、それをどう分析して
いくのかという点は示されていない。ミクロ・レベルの研究ではそれを意識した研究も展開され
ているが、権力関係を問う場合、構造的差別の問題は看過できない。構造的差別の問題に踏み込
んでいくためにも、インターセクショナリティの視点から複層レベルで分析を行い、特にマクロ
やメゾ・レベルを意識し、社会に発信していることも重要になると考えられる。 
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